
議員提出第２号 

非核三原則の堅持を求める意見書 

吉川市議会会議規則第 13 条の規定により、上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和８年３月 18 日 

 

　　　　　　　提　出　者　　吉川市議会議員　　遠藤　義法 

 

賛　成　者　　吉川市議会議員　　岩崎　小百合 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　飯島　正義 

 

　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉川市議会議長　　小野　潔　様 

 

提　案　理　由　　口　頭 

 

 

 



非核三原則の堅持を求める意見書 

 

自由民主党は 2025 年 11 月 20 日、「安保３文書」改定に向けた議論を開始し、その中で

非核三原則について見直す可能性があると報じられています。 

非核三原則「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」は、世界で唯一の戦争被爆国と

しての国際公約でもあり、国会で全会一致決議された国是です。2025 年の防衛白書でも「非

核三原則を国是として堅持する」と書かれ、歴代首相が「いかなる政府によっても守られ

なければならない」と国会で答弁してきました。 

被爆者の「核兵器をなくしてほしい」という運動が世界を動かし、2021 年 1 月 22 日に

発効した「核兵器禁止条約」に署名が 95 か国・地域（2025 年９月 26 日現在）に及んでい

ます。核兵器の非人道性を訴え続けた日本原水爆被害者団体協議会（日本被団協）は、一

昨年、ノーベル平和賞を受賞しました。核兵器のない世界を実現するために動いている中

で、非核三原則を見直す動きは世界の流れに逆行するものです。 

吉川市平和都市宣言の「わが国は、世界唯一の被爆国として、平和憲法の精神にそって

非核三原則が遵守されることを強く希望しあらゆる国の核兵器が速やかに廃絶され、文字

どおり世界の恒久平和が実現されることを強く願うものである。」という宣言文にのっとり、

政府においては、非核三原則の堅持を強く求めます。  

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出します。 

 

令和８年３月 18 日 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　埼玉県吉川市議会 

 

提出先 

衆議院議長 

参議院議長 

内閣総理大臣 

外務大臣 

防衛大臣 

 


